
11 広報はりま2003.3 10広報はりま2003.3

播
磨
町
で
は
、
平
成
14
年
６
月
に

公
募
に
よ
る
被
保
険
者
代
表
を
は
じ

め
医
療
、
保
健
、
福
祉
、
各
種
団
体

の
代
表
者
等
で
構
成
さ
れ
る
「
播
磨

町
高
齢
者
保
健
福
祉
計
画
及
び
介
護

保
険
事
業
計
画
策
定
委
員
会
」
を
設

置
し
ま
し
た
。

委
員
会
で
は
、
要
介
護
者
と
一
般

高
齢
者
へ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
調
査
や
平

成
12
年
度
か
ら
の
介
護
保
険
実
績
を

基
に
し
て
、
６
回
の
委
員
会
を
開
催

し
各
計
画
の
審
議
・
策
定
を
行
い
ま

し
た
。

平
成
15
年
度
か
ら
19
年
度
ま
で
の

間
に
、
皆
さ
ん
が
ど
の
く
ら
い
介
護

保
険
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
す
る
か
を
、

次
の
よ
う
に
し
て
推
計
し
ま
す
。

①
過
去
か
ら
の
人
口
増
加
率
や
高
齢

化
率
を
勘
案
し
て
、
65
歳
以
上
の
高

齢
者
人
口
を
推
計
し
ま
す
。

②
高
齢
者
人
口
の
推
計
か
ら
過
去
に

要
介
護
認
定
を
受
け
た
割
合
を
勘
案

し
て
、
要
介
護
認
定
者
数
を
推
計
し

ま
す
。

③
要
介
護
認
定
者
数
の
推
計
か
ら
施

設
へ
入
所
し
て
い
る
人
数
や
今
後
の

施
設
の
整
備
予
定
等
を
勘
案
し
て
、

施
設
入
所
者
数
を
推
計
し
ま
す
。

④
施
設
入
所
者
数
の
推
計
か
ら
１
人

当
た
り
の
施
設
費
用
を
勘
案
し
て
、

施
設
サ
ー
ビ
ス
費
用
を
算
定
し
ま
す
。

⑤
要
介
護
認
定
者
数
の
推
計
か
ら
過

去
の
居
宅
サ
ー
ビ
ス
利
用
の
割
合
を

勘
案
し
て
、
居
宅
サ
ー
ビ
ス
利
用
者

数
を
推
計
し
ま
す
。

⑥
居
宅
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
数
の
推
計

か
ら
１
人
当
た
り
の
サ
ー
ビ
ス
費
用

を
勘
案
し
て
、
居
宅
サ
ー
ビ
ス
費
用

を
算
定
し
ま
す
。（
図
１
参
照
）

こ
う
し
て
算
出
さ
れ
た
平
成
15
・

16
・
17
年
度
の
④
施
設
サ
ー
ビ
ス
費

用
と
⑤
居
宅
サ
ー
ビ
ス
費
用
は
表
１

の
と
お
り
で
す
。

こ
の
総
費
用
の
合
計
が
基
と
な
っ

て
次
の
事
業
期
間
で
の
保
険
料
が
決

め
ら
れ
る
の
で
す
。

見
込
ま
れ
た
総
費
用
の
合
計
か
ら

図
２
の
様
に
し
て
基
準
と
な
る
保
険

料
を
算
定
す
る
と
、
年
額
４
万
３
千

200
円
（
月
額
３
千
600
円
）
と
試
算
さ

れ
ま
す
。

な
お
、
こ
の
保
険
料
は
現
段
階
で

の
試
算
額
で
あ
り
、
今
後
保
険
給
付

の
推
移
に
よ
っ
て
変
動
す
る
可
能
性

が
あ
り
ま
す
が
、
現
在
の
基
準
額

（
月
額
２
千
700
円
）
と
比
べ
て
900
円
の

上
昇
と
な
る
見
込
み
で
す
。

こ
の
上
昇
原
因
と
し
て
は
、
高
齢

前
回
ま
で
の
説
明
で
、
第
１
号
被
保
険
者
（
65
歳
以
上
の
方
）
の

保
険
料
は
介
護
保
険
事
業
計
画
で
見
込
ま
れ
た
介
護
費
用
を
基
に
し

て
３
年
間
同
じ
に
な
る
よ
う
に
算
定
し
て
い
る
こ
と
が
ご
理
解
い
た

だ
け
た
と
思
い
ま
す
。

平
成
12
年
度
よ
り
始
ま
り
ま
し
た
介
護
保
険
は
、
今
年
の
３
月
末

で
３
年
間
の
第
１
期
事
業
期
間
を
終
え
、
４
月
か
ら
は
次
の
事
業
期

間
と
な
り
ま
す
。

こ
の
次
の
事
業
期
間
で
、
介
護
費
用
や
介
護
保
険
料
を
ど
の
よ
う

に
見
込
ん
で
い
る
の
か
を
今
回
説
明
し
ま
す
。

次
の
介
護
保
険
事
業
計
画
の
策
定�
介
護
保
険
特
集
④

介
護
保
険
特
集
④�
介
護
保
険
特
集
④�

介
護
保
険
事
業
計
画
の
策
定

次
期
介
護
保
険
事
業
量
と

事
業
費
見
込
み

図1　事業量等算出方法� ①高齢者人口を推計�

②要介護認定者数を推計�

⑤居宅サービス利用者数�
を推計�
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を勘案�
を勘案�

次
期
介
護
保
険
料
の
試
算

年
金
の
受
給
資
格
を
確
認
し
た

ら
合
算
対
象
期
間
（
カ
ラ
期
間
）
と

い
う
言
葉
を
聞
い
た
の
で
す
が
何
の

こ
と
で
す
か
。

ご
自
分
が
老
齢
基
礎
年
金
を
受

給
で
き
る
の
か
、
は
た
し
て
ど
れ
ぐ

ら
い
受
給
で
き
る
の
か
大
変
気
掛
か

り
な
こ
と
だ
と
思
い
ま
す
。

そ
こ
で
、
今
回
は
受
給
資
格
と
合

算
対
象
期
間
（
カ
ラ
期
間
）
に
つ
い

て
説
明
し
ま
す
。

受
給
資
格
と
は

老
齢
基
礎
年
金
を
受
給
す
る
に
は
、

①
保
険
料
納
付
済
期
間

②
保
険
料
免
除
期
間

③
学
生
納
付
特
例
期
間

④
合
算
対
象
期
間
（
カ
ラ
期
間
）

の
４
つ
の
期
間
の
合
計
が
25
年
以
上

あ
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

合
算
対
象
期
間
（
カ
ラ
期
間
）
と
は

本
人
の
責
に
よ
ら
ず
制
度
の
仕
組

み
に
よ
り
年
金
に
加
入
で
き
な
か
っ

た
期
間
な
ど
に
つ
い
て
、
年
金
権
や

公
平
性
を
確
保
す
る
た
め
に
受
給
資

格
期
間
に
合
算
で
き
る
期
間
が
認
め

ら
れ
て
い
ま
す
。

具
体
的
に
は
主
に
次
の
期
間
な
ど

が
あ
り
ま
す
。

★
昭
和
36
年
４
月
か
ら
昭
和
61
年
３

月
ま
で
の
期
間
で
配
偶
者
が
厚
生
年

金
、
共
済
組
合
に
加
入
し
て
い
て
、

本
人
が
何
の
年
金
に
も
加
入
し
な
か

っ
た
期
間
（
20
歳
か
ら
60
歳
ま
で
の

婚
姻
期
間
に
限
る
）

★
平
成
３
年
３
月
以
前
で
、
学
生

（
昼
間
）
が
任
意
加
入
し
な
か
っ
た
期

間
（
20
歳
か
ら
60
歳
ま
で
の
期
間
に

限
る
）

★
昭
和
36
年
４
月
以
降
で
、
厚
生
年

金
な
ど
の
脱
退
手
当
金
を
受
け
た
期

間★
昭
和
36
年
４
月
以
降
で
、
日
本
人

が
海
外
に
在
住
し
て
い
た
期
間
（
20

歳
か
ら
60
歳
ま
で
の
期
間
に
限
る
）

★
65
歳
以
前
に
日
本
国
籍
、
永
住
権

を
取
得
し
た
人
で
、

①
昭
和
36
年
４
月
か
ら
昭
和
56
年
12

月
ま
で
の
在
日
期
間
や
、

②
昭
和
36
年
４
月
か
ら
日
本
国
籍
等

を
取
得
し
た
日
の
前
日
ま
で
の
海
外

在
住
期
間
（
20
歳
か
ら
60
歳
ま
で
の

期
間
に
限
る
）

★
昭
和
36
年
３
月
以
前
の
厚
生
年
金

な
ど
の
被
保
険
者
期
間

★
厚
生
年
金
な
ど
の
被
保
険
者
期
間

の
う
ち
20
歳
未
満
及
び
60
歳
以
上
の

期
間合

算
対
象
期
間
（
カ
ラ
期
間
）
を

加
え
な
い
と
受
給
資
格
が
満
た
さ
れ

な
い
場
合
、
年
金
の
裁
定
請
求
時
に

そ
の
期
間
を
明
ら
か
に
す
る
書
類
が

必
要
に
な
り
ま
す
。

保
険
料
納
付
済
期
間
が
少
な
い
と

き
は
、
ご
自
分
の
受
給
資
格
に
つ
い

て
加
古
川
社
会
保
険
事
務
所
に
確
認

さ
れ
る
こ
と
を
お
勧
め
し
ま
す
。

▼
問
い
合
わ
せ

加
古
川
社
会
保
険
事
務
所

1
０
７
９
４
（
２
７
）
４
５
１
１

ま
た
は
、
住
民
課
国
民
年
金
係

1
０
７
９
４
（
３
５
）
２
３
６
３

こ
ん
な
と
き
ど
う
し
た
ら
い
い
の
？�

（
受
給
資
格
と
カ
ラ
期
間
編
）�

Ａ Ｑ

表1　介護サービス費用の推計額�
平成15年度�区　分�

居宅サービス費用� 529,977千円� 579,672千円� 642,989千円�

そ　の　他　費　用�
（ケアプラン作成料・住宅改修費など）� 62,954千円� 67,941千円� 73,802千円�

施設サービス費用� 551,400千円� 632,510千円� 714,338千円�

総費用� 1,144,331千円�1,280,123千円�1,431,129千円�

平成16年度� 平成17年度�

化
の
進
行
、
制
度
の
普
及
や
施
設
の

整
備
充
実
に
伴
い
要
介
護
認
定
者
数

や
サ
ー
ビ
ス
利
用
者
数
が
増
加
す
る

こ
と
が
考
え
ら
れ
ま
す
。

▼
問
い
合
わ
せ

健
康
福
祉
課
　
介
護
保
険
係

1
０
７
９
４
（
３
５
）
２
３
６
２

図2　第１号被保険者の保険料試算方法�

①必要な保険料の総額を求めます。�

②65歳以上の方の人数で割って保険料を求めます。�

｛3年間の総費用の合計－自己負担（1割負担、食事負担）－第2号被保険者（40歳から64
歳までの方）の保険料、国、県、町の負担金の合計＋財政安定化基金拠出金（※1）＋財政
安定化基金償還金（※2）｝÷収納率（98.5％）÷3年＝約2億4,110万円�

｛約2億4,110万円÷5,607人（補正第1号被保険者数  ※3）｝÷12か月�
≒3,600円（基準保険料月額の試算値）�

※1　財政安定化基金拠出金…介護保険に赤字が生じた場合に各市町へ貸し出す資金として各市町が兵庫県�
　　　　　　　　　　　　　  へ支出するお金�

※2　財政安定化基金償還金…介護保険に赤字が生じ財政安定化基金から借り入れたお金の返済金�

※3　補正第１号被保険者数…推計した第１号被保険者数を保険料の負担能力に応じて補正した人数�


